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保護者が安心して子育てができる
環境となるよう、仕事と家庭の両
立を可能とする子育てサービスの
充実状況を示す指標

子育てに関する保護者の不安等を
解消する環境となるよう、その相
談体制の充実度に対する保護者意
識を示す指標

出典：こども課
3月入所調整後の3月1日現在の待
機児童数
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出典：花巻市3歳児検診アンケー
ト
問：花巻市の子育て相談体制につ
いてお伺いします。花巻市の子育
てに関する相談体制は十分だと思
いますか。

施策主管課 課長名

施策No 施策名 関係課名

◎前年度の評価の振り返り

前年度評価時の今後の方向性

反映状況

１ 施策の目指す姿の実現に向けた主な取組

２ 成果指標

0301 子育て環境の充実 こども課 大川 尚子

子育てに喜びを感じ、安心して、健やかな成長を育んでいます

01 子育て支援の充実 地域福祉課、国保医療課、健康づくり課ほか

安心して子育てしています

【現状】
・生活の多様化により、子育てにおける不安や悩みに関する相談が増加しています。
・コロナ禍による収入の減少や物価高騰により生活が困窮している子育て家庭等があります。
・子育て支援サービスを実施するための保育士等の人員が不足しており、安心・安全な保育環境の確保への影響が懸念されます。
・保護者の就労活動等による保育所の入所希望に応えられずに待機児童が発生しています。
・資金や人的体制等運営基盤の弱い学童クラブがあります。
・虐待により子どもの生命が脅かされること等が重大な社会問題となっており、本市においても児童虐待による関係機関からの通報等が増加
しています。

【課題】
・子育てに関する相談体制や支援の充実を図る必要があります。
・地域において、住民の主体的参加による子育てのための相互支援活動に取り組むことが必要です。
・保護者が安心して子育てができるよう経済的支援を行う必要があります。
・子育て支援サービス実施のための人員を確保する必要があります。また、子どもの安心・安全を確保するための環境整備が必要です。
・待機児童解消のため、児童を受け入れるための一層の保育士確保対策が求められます。
・学童クラブの体制強化を支援する必要があります。
・子どもの安全確保を最優先に、関係機関が連携し児童虐待に対応する必要があります。

・相談が必要となったときにすぐに相談窓口につながるよう、相談場所や利用方法について広報はなまきや子育てガイドブック、子育て応援アプリを通じ更なる
周知を図る。
・給付金制度について引き続き市ホームページで周知を図るほか、児童扶養手当の現況届を案内する際に制度周知のチラシを同封するなど、機会を捉え周知を図
る。
・学童クラブの待機児童の解消を図るため、市ホームページや広報はなまきを活用し、学童クラブの紹介と合わせ支援員募集の記事を載せるなど支援員確保に取
り組む。また、施設の老朽化と利用児童の増加に対応するため南城学童クラブの施設整備（増築）を行うほか、待機児童の解消が図られるよう新たな学童クラブ
の開設を検討する事業者に対し情報提供を行う。
・保育所の待機児童の解消を図るため、市ホームページや広報はなまきを活用して保育士を対象とした各種支援制度や市内の保育施設について周知を図るほか、
学生を対象とした保育施設のPRの手法について検討し、保育士養成校や市内私立園と連携を図りながら保育士確保策に取り組む。

・相談窓口について、広報はなまきや市ホームページへの掲載、子育てガイドブックの配布、こどもセンターや地域子育て支援センターへの
リーフレット等の設置、子育て応援アプリ等により周知を図った
・給付金制度について、市ホームページ及び子育てガイドブックへの掲載と制度案内のリーフレットの活用により周知を図った
・広報はなまき及び市ホームページに放課後児童支援員等の募集記事を掲載したほか、新たに開設した就職支援サイト「保育のおしごとナビ
」に学童クラブの施設情報や求人情報を掲載するなどして人員確保に取り組んだ。南城学童クラブを増築したほか、NPO法人による新たな放
課後児童クラブの開設及び4月1日の開所を支援し、待機児童の発生を防いだ
・広報はなまきや市ホームページ、市内保育施設等を通じ保育士を対象とした各種支援制度について周知を図ったほか、市内保育施設等と連
携した「保育のおしごとフェア」の開催や、就職支援サイト「保育のおしごとナビ」の開設により保育士確保に取り組んだ

（１）子育て支援体制の強化
・子ども･子育て支援事業計画（イーハトーブ花巻子育て応援プラン）の推進
・保健師や助産師等による相談支援の実施のほか、乳幼児の発達の遅れの早期発見と発達を促すための指導・助言を実施
・経済的理由により就学が困難な家庭に対する就学費用の援助
・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響による収入減少や、原油価格・物価高騰の影響を受けている子育て世帯に対する援助
・子を持つ保護者への医療費助成と、助成対象の拡充の検討及び準備
・3歳児未満の保育料の引き下げと、子育て世帯の経済的負担を軽減する各種補助制度の拡充や新規事業の構築
（２）保育サービスの充実
・延長保育、一時預かり保育、病児保育など多様な保育ニーズに対応する保育サービスの提供
・保育士の家賃補助や奨学金返済支援等の経済的支援、イベントの開催や就職支援サイトによる情報発信など、待機児童解消に向けた保育士確保策の実施
（３）地域における子育て支援の推進
・拠点施設の設置による子育て中の親子の交流促進、子育て相談、講習会の実施及び情報提供
・放課後児童支援員の処遇改善や環境整備等の運営支援、待機児童解消のための増築整備
（４）児童虐待防止対策の充実
・関係機関連携のため、要保護児童地域対策協議会を設置し、見守り体制を推進
・家庭相談員3名（うち虐待対応強化支援員、安全確認対応職員各1人）による相談支援の実施

施策評価シート(令和4年度実績評価)



４ 施策を構成する事務事業の検証

①市民のニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストの割に成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか

施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか

なし

（放課後児童支援事業）学童クラブの利用率が伸びていることから、放課後児童支援員確保に向けた取組の強化や施設整備の検討により待機
児童の発生を未然に防ぐ必要がある。
（保育力充実事業）保育士不足が解消せず待機児童が発生していることから、保育士の確保策に継続して取り組む必要がある。

在宅育児世帯を対象とした子育て支援

新たに取り組むべき事業はないか

５ 施策の総合的な評価

課題

今後の方向性

・市の子育てに関する相談体制が十分ではないと捉えられている状況があることから、効果的な周知方法やニーズに合った相談体制の構築に
ついて検討する必要がある
・放課後児童支援員の不足や、施設規模の理由から児童の受け入れが困難となっている学童クラブがあることから、引き続き支援員確保と受
入枠の拡大に取り組む必要がある
・産休･育休等の取得や離職により保育士が不足しており、待機児童が発生する状況が続いていることから、保育士を対象とした各種支援制
度の継続実施のほか、離職防止の取組について検討する必要がある
・保育料の軽減や副食費への補助など保育施設利用者に対する支援の数と比較すると、保育施設等を利用せず在宅で育児を行う世帯への支援
が手薄となっていることから、在宅育児世帯への支援策について検討する必要がある

・相談窓口等の子育てに関する情報について、広報はなまきや子育て支援アプリ等による周知を継続するとともに、市の3歳児健診時に保護
者に対し行うアンケート調査に記載されたご意見等を参考に、子育て世代のニーズに合った情報発信や相談体制について調査・検討する
・放課後児童支援員の処遇改善の取組や、広報はなまき等を活用した職員募集により引き続き支援員確保に取り組むとともに、新たな学童ク
ラブの開設を検討する事業者に対し情報提供等の支援を行う
・保育士を対象とした各種支援制度について、広報はなまき及び市ホームページへの掲載や、保育･教育施設を通じた周知により制度の活用
を促すほか、市内に就職した保育士の定着を図るための効果的な取組について、施設の意見も伺いながら検討する
・第2子以降3歳児未満の保育料の無償化に合わせ、保育所等を利用しない第2子以降3歳未満の子どもを養育する世帯への経済的支援を行うと
ともに、未就園児を対象とした保育サービスのニーズについて調査・検討する

３ 成果指標の達成状況

達成度 達成状況に関する背景・要因

■成果指標「市の子育て相談体制に満足している保護者の割合」…【達成度ｃ】
子育てに関する相談体制が十分だと思う人の割合は前年度の割合を下回り、3年連続して減少した。市内で新型コロナウイルス感染
症の感染拡大がみられ、外出自粛の風潮や施設の利用制限もあり、相談機会が限られていたことなどが要因として考えられる。

■成果指標「保育所の待機児童」…【達成度ｃ】
産休明けもしくは育児休業１年前後で保育所入所を申し込む保護者が多く、低年齢児の待機児童が多く発生している。施設によって
は入所児童数が定員に満たなくても、保育士不足により受け入れができない状況が見受けられ、待機児童発生の要因となっている。

D



施策を構成する事務事業一覧

No

事務事業名

010
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070
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102

103

110

120

130

140

事業内容(活動実績) 成果

施策への貢献度

意図対象

直結度

担当課

経済的理由等により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、学用品・修学旅行・学校給食費等を支給する。
（要保護・準要保護就学援助認定者数474人、特別支援教育就学奨励認定者数194人）

母子家庭の母、父子家庭の父に教育訓練講座、高等職業訓練等に要した経費の一部を給付金として支給する。
（制度を利用した母子または父子家庭の数3世帯）

小学生の児童を持つ保護者に対して、その児童の医療費を助成する。
（受給者証交付人数2,390人）

他の医療費助成の対象となっていない中軽度の障がい児の保護者に対して、その障がい児の医療費を助成する。
（受給者証交付人数44人）

中学生の生徒を持つ保護者に対して、その生徒の医療費を助成する。
（受給者証交付人数1,133人）

配偶者のいない者で18歳までの児童を扶養している者、その扶養を受けている児童、父母のいない児童に対し、
医療費を助成する。（受給者証交付人数1,709人）

高校生等の生徒を持つ保護者に対して、その生徒の医療費を助成する。
（受給者証交付人数1,090人）

乳幼児の発達の遅れを早期に発見し、発達を促すための指導及び助言を行う。
（発達相談実施回数23回、親子教室実施回数578回）

児童の健全育成を図るため、学童クラブを開設し、放課後児童の居場所づくりを実施する。
（学童クラブ利用平均児童数1,169人/月）

第2期子ども・子育て支援事業計画の周知及び進行管理
（子ども・子育て会議開催回数3回）

子育てガイドブックの作成・配布による子育て情報の提供

小規模保育事業等に従事する子育て支援員を養成するための研修会の実施
（認定者数13人）

病後児保育室を開設し、疾病の回復期にある子どもの一時預かりを行う。
（利用者数延べ69人）

4か月までの乳児がいる家庭を全戸訪問し、子育て相談、情報提供などを行う。
（乳児家庭全戸訪問数455人、養育支援家庭訪問数延べ189人）

18歳以下の最年長者を第1子として、第3子以降の保育料等の負担を軽減する。
（対象児童数410人）

市内・外の認可保育所に保育を委託するほか、小規模保育事業所等を通じて給付を行う。また、市内・外の幼
稚園や認定こども園を通じて給付を行う。（市内私立保育所・認定こども園・地域型保育事業所 36園）

市内の私立保育所や認定こども園等の運営費に対し補助を行う。
（市内私立保育所・認定こども園・地域型保育事業所 36園）
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施策を構成する事務事業一覧

No

事務事業名
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事業内容(活動実績) 成果

施策への貢献度

意図対象

直結度

担当課

市内保育園の施設整備にかかる経費に対して補助を行う。
（設備整備・更新への補助 1箇所）

子育て支援センターの委託、一時預かり、延長保育、病児保育事業等に対する補助を行う。
（サービスを実施している私立園数35園）

児童手当:中学校修了前の児童を養育している者に手当を支給（対象児童数年度平均8,948人）児童扶養手当:ひ
とり親家庭で18歳に達した日の年度末までの児童を養育している者に手当を支給（受給者数年度平均744人）

保育士等就職準備金の貸付、保育士等の奨学金返済金補助、家賃補助等を行う。
（保育士等就職準備金貸付者数:再就職14人・新卒14人、保育士等奨学金返済補助者数33人、家賃補助者数19人）

短期入所生活援助:家庭での養育が一時的に困難となった児童を施設等において養育（利用延べ児童数17人）夜間
養護等事業:住居等がなく児童の十分な監護ができない親子を施設等において支援（利用世帯数0世帯）

地域子育て支援センターで育児相談、乳幼児と保護者が集う広場の開設、利用者が交流する行事を実施する。
（地域子育て支援センター利用者数4,943人）

有償ボランティアによる児童の預かり、送迎などを行う。
（ファミリーサポート事業利用件数1,403件）

児童虐待等児童の養育相談、訪問調査、指導援助等を行う。
（相談受理児童数247人）

保育園や学童クラブ等における感染拡大防止のための物品購入等に要する経費に対し補助金を交付する。

学童クラブの適正な保育環境の確保のため、施設整備を行う。
（施設整備箇所数1箇所）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による収入減少等、影響を受けている子育て世帯に対し給付金を支給する
。（支給実績:ひとり親1,149世帯、ひとり親以外583世帯）

コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する子育て世帯に対し支援金を支給する。
（支援金の対象児童生徒数 13,317人）

経済的理由により困窮している世帯のこども等を支援するため、継続的にこども食堂等を運営できるよう、事業
実施者へ補助金を交付する。（補助団体 4団体）

物価高騰の影響を受けている保育・教育施設の給食に係る経費に対し、支援金を支給する。
（交付実績：41施設）

妊婦及び子どもの養育者と面談し、妊娠・出産・子育ての支援を行うとともに、交付金を交付する。
（交付実績：出産・子育て応援交付金一括交付327件 出産応援交付金369件 子育て応援交付金87件）
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保育施設環境整備支援事業費

保育サービス向上支援事業費

児童手当・児童扶養手当支給事業費

保育力充実事業費

児童養育事業費

地域子育て支援センター事業費

はなまきファミリーサポートセンター事業費

家庭児童相談事業費

児童福祉施設等感染防止事業費

学童クラブ施設整備事業費

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費

はなまき子育て世帯臨時特別支援金給付事業

こども食堂等運営緊急支援事業費（繰越）

保育施設等物価高騰対策事業費

出産・子育て応援交付金交付事業費

こども課

こども課

地域福祉

こども課

地域福祉

こども課

こども課

地域福祉

こども課

こども課

地域福祉

地域福祉

地域福祉

こども課

健康づくり


